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新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

Ⅰ 総 額

区 分 令和６年度 令和５年度 伸び率

予算総額 445,054,690千円 414,300,453千円 7.4％

一般会計構成比 21.0％ 18.7％ －

【一般会計】

区 分 令和６年度 令和５年度 伸び率

予算総額 689,885千円 695,546千円 △0.8％

【埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計】

－ ２ －



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ３ －

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策

（単位 千円）

１ 確かな学力の育成

Ｐ１０ 学力向上の推進【義務教育指導課・高校教育指導課】 ２４２，０３１

Ｐ ８ 教科等横断的な学びの推進【高校教育指導課・義務教育指導課】 １９，５７１

Ｐ ９ グローバル教育の推進【高校教育指導課】 ３９３，０４６

Ｐ１１ いじめ・不登校等への対策【生徒指導課】 １，２３４，２５６

２ 豊かな心の育成

３ 健やかな体の育成

Ｐ１２ 部活動の充実・支援【保健体育課】 １６２，７７１

４ 自立する力の育成

Ｐ１３ 一部新規 高校生のキャリア教育・産業教育の推進【高校教育指導課】 ６７，１９１

Ｐ ７ 新 規 遠隔教育の展開に向けた実証【高校教育指導課】 ２，６０５



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ４ －

（単位 千円）

５ 多様なニーズに対応した教育の推進

Ｐ１４ 特別支援学校の過密対策【特別支援教育課】 ６７８，６９５

Ｐ１５ 一部新規 医療的ケアの体制整備【特別支援教育課】 ６１，６３９

Ｐ１６ 特別支援学校における就労支援【特別支援教育課】 １１４，２７９

Ｐ１８ 教育相談等支援体制の充実【生徒指導課・人権教育課】 １，２２５，７８３ （一部再掲）

６ 質の高い学校教育を推進するための環境の充実

Ｐ１９ 優秀な教員の確保【小中学校人事課・県立学校人事課】 １３，７７７

Ｐ２４ 一部新規 魅力ある県立高校づくりの推進【魅力ある高校づくり課】 ２４３，７６９

Ｐ２５ 教育施設の長寿命化の推進【財務課】 １２，０８７，６９０

Ｐ１７ 修学支援の充実【財務課】 ２，００４，４９９

Ｐ２２ 一部新規 学校における働き方改革の推進
Ｐ２３ 【県立学校人事課・福利課・特別支援教育課・ＩＣＴ教育推進課

・高校教育指導課・教職員課・小中学校人事課・保健体育課】 ８６６，１１２ （一部再掲）

Ｐ２６ 新 規 県立学校の空調整備の推進【財務課】 ４７７，２００

Ｐ２７ 新 規 県立学校の水害対策の推進【財務課】 ３６５，０００

Ｐ２０ 学校教育のデジタル化の推進
Ｐ２１ 【ＩＣＴ教育推進課・特別支援教育課・高校教育指導課・教職員課】

１，８０５，６６７



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ５ －

（単位 千円）

７ 家庭・地域の教育力の向上

Ｐ２８ 地域学校協働活動の推進【生涯学習推進課・義務教育指導課】 ２３３，１０２

８ 生涯にわたる学びの推進

Ｐ２９ 一部新規 新たな県立図書館の整備検討【生涯学習推進課】 ３，０００

９ 文化芸術の振興

Ｐ３０ 文化財保護の推進【文化資源課】 １０６，４９８



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

Ⅲ 教職員の定数

Ｐ３１

－ ６ －

区 分 令和６年度 令和５年度 増 減

教育局条例定数 ４３，８６２人 ４３，４９１人 ３７１人



遠 隔 教 育 の 展 開 に 向 け た 実 証

教員の確保が困難な教科等において遠隔授業を導入し、その展開に向けた実証を進めることで、生徒の多様な科目選択の実現
を目指すとともに、大学教授による遠隔授業の実証を行うことで、生徒の学習機会の充実を図る。

目 的

担当（内線） 高校教育指導課（７３９１）

【予算額】２，６０５千円

事業概要

１ ＩＣＴを活用した遠隔教育導入・展開実証事業 ２，６０５千円

－ ７ －

新 規

（１）ＩＣＴを活用した遠隔教育の展開に向けた実証（新 規） ２，６０５千円

・通常授業における遠隔授業

県立高校の教員の確保が困難な教科等において、遠隔授業を導入し、その展開に向けた

実証を行う。

・大学教授による遠隔授業

大学教授による高度な授業を、県立高校生向けに年間を通じて遠隔で実施する取組に

ついて実証を行う。



教 科 等 横 断 的 な 学 び の 推 進

持続可能な社会の創り手として、問題発見・解決能力を育み、複雑・困難な課題の解決に向け、主体的に行動を起こす力を育成
するために、教科等横断的な学びに関する教育の充実を図る。

目 的

担当（内線） １、２ 高校教育指導課（７３９１）
３ 義務教育指導課（６７４２）

【予算額】１９，５７１千円

事業概要

１ 県立高校学際的な学び推進事業 １５，９９０千円

（１）教科等横断型の教育課程の検討・実践 １５，９９０千円
・モデル校における取組

教科等を横断した効果的なカリキュラム・マネジメントの研究・実践を行う。
総合的な探究の時間や各教科の横断的な学びによるより深い探究活動を推進する。
外部施設や研究機関と連携したより専門的な学びを実施する。

・県における取組
探究活動や地域との連携をコーディネートできる教員を育成する。

（１）データサイエンス・ＡＩリテラシー活用における調査研究 １，９８１千円
・モデル校において生徒向けオンライン講座や外部の学習プログラムを用いた授業実践を行う。
・先進校視察や教員研修を活用し、専門性の高い教員を育成する。

３ ＳＤＧｓの実現に向けた教育推進事業 １，６００千円

（１）ＳＤＧｓの実現に向けた教育課程の研究・実践 １，６００千円
・地域の課題や特性に応じて、市町村が設定したＳＤＧｓのテーマに基づき、
モデル校において教育課程を研究し、実践する。

・県によるＳＤＧｓパートナーとのマッチング、市町村・モデル校への指導・助言を行う。
・モデル校での成果を県内へ普及する。

－ ８ －

２ データサイエンス・ＡＩリテラシー活用における調査研究 １，９８１千円



グ ロ ー バ ル 教 育 の 推 進

「グローバル人材の育成」と「外国語教育の充実」の２本の柱により、グローバル化に対応した教育を推進する。
また、複雑化・多様化する世界において、自ら課題を発見し、解決する資質・能力を育成するため、教育課程の研究・検討を行う。

目 的

担当（内線） 高校教育指導課（６７７２）

【予算額】３９３，０４６千円

事業概要

１ 県立高校グローバル教育総合推進事業 ３９１，４６０千円

（１）グローバルリーダー育成プロジェクト １９，２９５千円
英語力の向上や発信力、交渉力、論理的思考力、政策立案力の育成を目的とした国内研修及び

海外大学での研修等を実施する。

（２）埼玉と世界をつなぐハイブリッド型国際交流事業 ５，６００千円
学校単位によるオンラインと現地訪問を組み合わせた、ハイブリッド型国際交流を実施する。

２ 教育課程研究事業 １，５８６千円

（１）教育課程研究事業 １，５８６千円
先進校視察や国際バカロレアワークショップ受講等を通じた、既存の教科の枠を超えた特色のある

教育課程の研究・検討を行う。

（３）高校生留学支援事業 ６，０００千円
短期海外研修の支援等により、留学の機運を醸成する。

（４）教員の海外派遣及びメキシコ州交流事業 １，２５６千円
姉妹州省の教員との相互派遣を実施する。

（５）語学指導等におけるネイティブスピーカー活用事業 ３５８，９７５千円
外部人材（ＡＬＴ、国内留学生）を活用し、外国語教育の充実を図る。

（６）県立高校英語教員指導力向上事業 ３３４千円
外部検定等を活用し、初任者教員の英語指導力・英語力の向上を図る。

－ ９ －

現地大学生によるＳＤＧｓの講義



－ １０ －

学 力 向 上 の 推 進

小・中学校において、児童生徒の学力や学習状況を把握し、分析することで、児童生徒一人一人の学力を確実に伸ばす教育を
推進する。併せて、高校において、基礎学力や日本語能力に課題を抱える生徒への支援を行う。

目 的

担当（内線） １ 義務教育指導課（６７５２）
２ 高校教育指導課（６７６２）

【予算額】２４２，０３１千円 【債務負担行為】１３９，４６８千円

事業概要

１ 学力・学習状況調査実施事業 １７６，９３０千円

（１）埼玉県学力・学習状況調査 １７６，９３０千円【債務負担行為 １３９，４６８千円】
小４～中３までの児童生徒を対象に「学習の定着」や「学力の伸び」、「非認知能力」等を把握することができる

学力・学習状況調査を実施する。

２ 課題を抱える生徒のための学習支援プラン ６５，１０１千円

（１）課題を抱える生徒のための学習支援プラン ６５，１０１千円
・基礎学力に課題を抱える生徒が多い高校に、教員志望の大学生等を学習サポーターとして配置し、学習支援を行う。
・日本語指導が必要な帰国・外国人生徒が多い高校に、日本語支援員を配置し、日本語の個別指導や授業補助を行う。

 日本語支援員の配置人数等の増【拡充】
日本語指導が必要な生徒の増加へ対応 （日本語支援員 ５１人 ※ 前年度比 ５人増）

新規・拡充内容

※作図する様子を

動画で示します。

CBTの特性を活かした問題のイメージ CBT実施の様子

 全市町村ＣＢＴ＊で実施【拡充】
＊ＣＢＴ（Computer Based Testing）：タブレット端末等を活用した調査

新規・拡充内容



－ １１ －

い じ め ・ 不 登 校 等 へ の 対 策

いじめ、不登校等の課題に対応するため、教育相談体制やネットトラブルを未然に防止する体制を整備する。

目 的

担当（内線） 生徒指導課（６７４５）

【予算額】１，２３４，２５６千円

事業概要

（１）ネットトラブルの早期発見・対応と未然防止 ４，０００千円

３ ネットトラブルサイト監視事業 ４，０００千円

１ いじめ・不登校対策相談事業 １，２１６，５４８千円

（１）学校等における教育相談体制の整備 １，２０３，４６０千円

２ ＳＮＳを活用した教育相談体制整備事業 １３，７０８千円

（３）いじめ防止対策の充実 ６，６７３千円

（２）不登校児童生徒の多様な教育機会の確保に関する研究 ６，４１５千円

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、高校相談員、精神科医を配置するとともに、中学校相談員
配置市町村への助成、スチューデントサポーターの派遣、オンライン相談の実施等により、教育相談体制を整備する。

県立戸田翔陽高校内に設置した不登校生徒支援教室「いっぽ」において、メタバースを含むオンラインを活用した
学びの支援など、不登校児童生徒の多様な学びにおける効果的な教育活動について研究する。

いじめ防止対策推進法に基づき、県立学校におけるいじめの重大事態に対して弁護士等の第三者の専門家による調査
審議を行うなど、いじめ防止対策の充実を図る。

ＳＮＳを活用した相談窓口を設置し、生徒の抱える悩みや不安等に早期に対応することで、問題の深刻化を未然防止する。

（１）ＳＮＳを活用した教育相談体制の整備 １３，７０８千円

見えづらいインターネット上のトラブルを発見し、早期に対応するため、県立学校を対象としたサイト監視を実施すると
ともに、「ネットトラブル注意報」の発行、啓発動画の配信により、児童生徒・保護者、教員等への意識啓発を行う。



部 活 動 の 充 実 ・ 支 援

部活動における教員の負担軽減や専門的指導者の不在などに対応するため、専門的指導力を備えた人材等を活用し、部活動の充
実を図る。
また、地域の持続可能で多様なスポーツ・文化芸術環境を一体的に整備し、多様な体験機会を確保する。

目 的

担当（内線） 保健体育課（６９４８）

【予算額】１６２，７７１千円

事業概要

１ 中学校部活動指導員活用事業 ４４，６９９千円

（１）中学校部活動指導員活用事業 ４４，６９９千円
単独での部活動指導・大会引率等が可能な部活動指導員を中学校に配置する市町村に対し、必要経費を補助する

   ことで、顧問教員の負担軽減を図る。
     ・運動部・文化部 １０８人

２ 部活動指導充実支援事業 １１８，０７２千円

（２）県立学校運動部活動サポート事業 １１，３０６千円
運動部活動における専門的指導者不在等に対応するため、地域の専門的指導力を備えた指導者を

活用し、運動部活動の充実を図る。

（３）部活動の地域移行推進事業 ６８，３４０千円
これまで学校教育の一環として行われてきた部活動を学校単位から地域単位の取組とすることを

視野に、県内での普及・啓発を行うとともに、市町村等において実証事業を行う。

（１）県立学校部活動指導員活用事業 ３８，４２６千円
  単独での部活動指導・大会引率等が可能な部活動指導員を県立学校に配置し、顧問教員の負担軽減を図る。

－ １２ －

 部活動指導員の配置【拡充】
運動部・文化部 ３０人 ※ 前年度比 ２人増

新規・拡充内容

 部活動の地域移行に係る実証事業【拡充】
運動部・文化部 ３４市町 県立中学校１校 ※ 前年度比 １３市町、県立中学校１校増

新規・拡充内容

部活動指導員の活用



高 校 生 の キ ャ リ ア 教 育 ・ 産 業 教 育 の 推 進

高校生一人一人の社会的・職業的自立に向けて、必要な基盤となる能力や態度を育成する。
専門高校及び総合学科高校において、将来の産業界を担う職業人材を育成するため、地域の企業等と連携した実践的な職業教

育を行うとともに、専門高校等の魅力発信や産業界と連携した最先端の職業人材育成システムの構築を推進する。
また、農業高校において収益力のある農業を学ぶカリキュラムを開発・実践し、農業関連産業に人材を輩出する。

目 的

担当（内線） 高校教育指導課（６７６９）

【予算額】６７，１９１千円

事業概要

２ 職業人材を育成する専門高校活性化事業 ３５，７５４千円

（１）未来の職業人材育成事業 １７，０１８千円
高度専門職業人材を育成するため、地域の企業、商店街や研究機関等と連携した

実践的な職業教育を行う。

３ 収益力のある農業を学ぶ担い手育成プログラム推進事業 ２２，０５４千円

（１）収益力のある農業を学ぶカリキュラムの開発・実践（新 規） ２２，０５４千円
農業関連産業への人材の輩出につなげるため、ＩＣＴやデータ等を活用したスマート農業など、

収益力のある農業を学べる環境の整備や、カリキュラムの開発・実践を行う。

（２）埼玉県産業教育フェア ７，４４２千円
埼玉県産業教育フェアを開催する。

（３）マイスター・ハイスクール事業 １１，２９４千円
産業界と専門高校の協働による教育カリキュラムの開発・研究を行う。

１ 県立高校就職支援アドバイザー配置事業 ９，３８３千円

（１）就職支援アドバイザー配置費 ９，３８３千円
面接等の就職指導の充実を図るため、就職支援アドバイザーの配置を行う。

－ １３ －

一部新規



－ １４ －

特 別 支 援 学 校 の 過 密 対 策

特別支援学校における児童生徒の増加に対応するため、既存特別支援学校における教育環境を整備する。

目 的

担当（内線） 特別支援教育課（６８８９）

【予算額】６７８，６９５千円

事業概要

（１）既存特別支援学校における教育環境の整備 ６７８，６９５千円
校舎の増築及び備品等の整備を行う。
ア 増築棟整備校 川口特別支援学校
イ 設置規模 ２棟 １７４名程度
ウ 供用開始 令和８年４月及び令和１０年４月

１ 既存特別支援学校における教育環境整備 ６７８，６９５千円

【整備スケジュール】

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

川口特別支援学校
校舎の増築

R８供用開始（中央棟）

基本設計

実施設計
解体工事
増築工事
（入札事務）

増築工事 増築工事 供用開始

R１０供用開始（北棟） 増築工事
（入札事務）

増築工事 増築工事 供用開始

＜川口特別支援学校校舎増築工事完成イメージ図＞ ＜川口特別支援学校校舎増築工事完成イメージ図＞



－ １５ －

医 療 的 ケ ア の 体 制 整 備

医療的ケア児が学校で安全かつ安心して学習できるよう、医療的ケア体制を整備し、適切な支援を行うことで、全ての児童生
徒がその意欲や能力に応じて力を発揮できる教育環境を実現する。

目 的

担当（内線） 特別支援教育課（６８８６）

【予算額】６１，６３９千円

事業概要

１ 県立特別支援学校医療的ケア体制整備事業 ６１，６３９千円

（１）医療的ケア体制充実事業（一部新規） ５７，１１３千円
【通学支援】スクールバスを利用できない医療的ケア児が福祉タクシー等を利用する場合に、

同乗する看護師の費用について、ニーズを踏まえた適切な支援を行う。
【連絡協議会の設置】学校、医療関係者、福祉タクシー事業者等による協議会を設置し、

支援体制の継続的な整備に向け課題の解決策等を検討する。
【校内体制の整備】校内における医療的ケア体制の安定化を図る看護師の委託方式について、

モデル校１校で効果検証を行う。

一部新規

 宿泊を伴う行事に係る外部看護師の配置【新規】
保護者が実施している就寝時の医療的ケアを外部看護師に委託する取組について、モデル校１校で効果検証を行う。

 入学当初の保護者待機解消に向けた相談医巡回・看護教員派遣【新規】
入学前から相談医による指導助言や医療的ケア実施に関する手続きなどを行い、入学当初の保護者待機の解消を図る。

新規・拡充内容

（２）相談医の派遣 ３，６３４千円
看護教員等に対する実技指導や医療的ケアに関する校内研修など、

学校に相談医を派遣し、訪問による指導助言を行う。

（３）担当教員研修会の実施 ３２４千円
認定特定行為業務従事者の養成及び最新の医療情報の習得を行う。

（４）医療的ケア運営委員会の開催 ２１０千円
医療的ケア実施体制の整備・充実を図るため、学校における医療的ケアの実施状況や課題を把握し、検討を行う。

（５）看護教員研修会の実施 ３５８千円
看護教員及び養護教諭の資質向上に資するため研修会を実施するとともに、校内の相談支援体制の更なる充実を図る。

 相談医の派遣 【拡充】
派遣回数 １１２回 ※ 前年度比 ５回増

新規・拡充内容

【通学支援による登校】



－ １６ －

特 別 支 援 学 校 に お け る 就 労 支 援

企業等への就労を希望する特別支援学校高等部生徒の進路を実現させる。

目 的

担当（内線） 特別支援教育課（６８９１）

【予算額】１１４，２７９千円

事業概要

１ 自立と社会参加を目指す特別支援学校就労支援総合推進事業 １１４，２７９千円

（１）企業のニーズを踏まえた職業教育の推進 ２，２１９千円
・３Ｄ（スリーディー）意識向上民間研修の実施

特別支援学校の教員が、卒業生の就労先である企業等で３日間の体験研修を受けることにより、障害者雇用における企
業のニーズを把握するとともに、職業教育における教員の意識向上を図る。

・就労支援アドバイザーの配置
就労支援アドバイザー（企業の人事担当者等）が、生徒や保護者へ助言等を行うことにより、就労に向けた生徒、保護

者の意識向上を図る。

（２）障害者雇用の仕組みの構築 １０９，８０４千円
特別支援学校高等部卒業時に企業就労できなかった生徒等を会計年度

任用職員として雇用し、「チームぴかぴか」として県庁等で働く中で職
業スキルを身に付け、企業就労を目指す。
また、「チームぴかぴか」の活動を通して得た就労支援のノウハウを

特別支援学校へフィードバックし、特別支援学校の就労支援に向けた取
組の強化を図る。

（３）就労可能な企業の情報の収集 ２，２５６千円
ハローワーク等と連携した企業情報の収集及び特別支援学校の進路担

当者による実習・就労先の開拓を行う。

【「チームぴかぴか」業務の一例】

＜除草作業＞＜パソコン入力作業＞



修 学 支 援 の 充 実

経済的理由で修学が困難な高校生などに対して、奨学のための給付金の給付や奨学金の貸与を行う。

目 的

担当（内線） 財務課（６６５２）

【予算額】２，００４，４９９千円

事業概要

１ 埼玉県国公立高等学校等奨学のための給付金事業 １，３１４，６１４千円

（１）低所得世帯の生徒に対する給付 １，３１４，６１４千円
低所得世帯の国公立高校生等に対して、教科書費、教材費、学用品費等として給付金を支給することにより、授業料以外

の教育費負担を軽減する。

（１）奨学金事業に要する経費 ６８９，８８５千円
高等学校等に在学する生徒のうち、品行方正で学習意欲がありながら、経済的理由により修学が困難な生徒を対象として、

奨学金を貸与する。

２ 埼玉県高等学校等奨学金事業 ６８９，８８５千円

世帯区分 課程 給付額

生活保護受給世帯 共通 ３２，３００円

市町村民税所得割額及び道府県民税
所得割額が非課税の世帯

全日制・定時制 １２２，１００円～１４３，７００円*

通信制 ５０，５００円

＊ 世帯構成や扶養の状況によって給付額は異なる。

〇 給付額〇 支給対象者
ア 保護者、親権者等が県内在住
イ 高等学校等就学支援金・学び直し
支援金の受給資格を有する

ウ 生活保護（生業扶助）受給世帯
又は

市町村民税所得割額及び道府県民
税所得割額が非課税の世帯

－ １７ －

〇 貸与額（上限）
国公立：月額奨学金 ２５，０００円 入学一時金 １００，０００円
私 立：月額奨学金 ４０，０００円 入学一時金 ２５０，０００円

〇 特徴
ア 無利子による貸与
イ 新入生への入学前貸与
ウ 金融機関と連携した貸与や債権管理
エ 返還者の傷病や経済的理由などに配慮したきめ細やかな返還猶予

〇 支給対象者
ア 高等学校等に在学している生徒又は
進学予定の中学校３年生

イ 保護者等が県内在住
ウ 在学校長から推薦が得られる方
エ 所得要件を満たす方（４人世帯の場
合、世帯年収830万円以下が目安）



－ １８ －

教 育 相 談 等 支 援 体 制 の 充 実

いじめ、不登校など様々な課題を抱える児童生徒を支援するため、教育相談体制を整備するとともに、学校におけるヤングケア
ラーや性的マイノリティへの支援体制の充実を図る。

目 的

担当（内線） １ 生徒指導課（６７４５）
２，３ 人権教育課（６７８６）

【予算額】１，２２５，７８３千円

事業概要

２ ヤングケアラーへの支援の充実 ４，６１３千円

１ 教育相談体制の充実 １，２１７，１６８千円

（１）市町村を対象としたヤングケアラーサポートクラスの実施 ２，９６３千円

１６市町村を対象に、児童生徒に対する講演会及び元ヤングケアラー等と児童生徒の交流相談会を
実施する。

（２）県立高校を対象とした「自走式」ヤングケアラーサポートクラスの実施 １，６５０千円

県立高校５０校において、ヤングケアラーに関する授業を含む学校独自のプログラムを実施する。

３ 性的マイノリティへの支援の充実 ４，００２千円

（１）外部専門機関と連携した学校相談体制の充実 ２，６４０千円

性的指向・性自認に関する児童生徒からの相談対応や配慮・支援等に関して、専門的な助言等を必要とする県立学校に対
し、外部専門機関から人材を派遣するなどして相談体制を充実する。

（２）オンラインサロンの実施 １，３６２千円

性的指向・性自認の悩みを家庭や学校に打ち明けることが困難な高校生を対象に、オンライン上で悩みを抱える高校生徒
同士の交流会を年３回実施する。

ヤングケアラーサポートクラス

ＳＮＳを活用した相談窓口を設置し、生徒の抱える悩みや不安等に早期に対応することで、問題の深刻化を未然防止する。

（２）ＳＮＳを活用した教育相談体制の整備 １３,７０８千円

（１）学校等における教育相談体制の整備 １，２０３，４６０千円

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、高校相談員、精神科医を配置するとともに、中学校相談員
配置市町村への助成、スチューデントサポーターの派遣、オンライン相談の実施等により、教育相談体制を整備する。



－ １９ －

優 秀 な 教 員 の 確 保

次世代の埼玉を担う優れた教員の確保のため、県教育委員会が主体となって大学と連携しながら、教職の魅力を大学生に伝え、
埼玉県の教員を強く希望する大学生等が将来埼玉の教育を担う教員として活躍できるための資質・能力を育成する。

目 的

担当（内線） １（１），１（２）小中学校人事課（６９３７）
１（１）県立学校人事課（６７２４）

【予算額】１３，７７７千円

事業概要

１ 彩の国かがやき教師塾事業 １３，７７７千円

（１）ベーシックコース １０４千円
埼玉県の教員を目指す大学生に対し、大学入学後の早い段階から学校現場でのボランティア体験

を通じ教職の魅力を伝え、教員になろうとする志願者を増やす。
〔時期〕
・令和６年８月～令和７年６月

〔対象〕
・県内小・中・特別支援学校教員を志願する大学２年生等３２０名

〔内容〕
・学校現場におけるボランティア体験

（２）マスターコース １３，６７３千円
埼玉県公立小・中学校教員を強く希望する大学生等が、卒業後、新規採用教員となり豊かな人間性と

実践的な指導力を持ち、将来埼玉の教育を担う教員として活躍できるための、資質・能力を育成する。
〔時期〕

・令和７年１月～令和７年１２月
〔対象〕
・県内小・中学校教員を志願する大学３年生等８０名

〔内容〕
・学校体験実習
・講演講義演習
・体験活動

 ベーシックコース受講定員【拡充】
定員数 小・中 ３００人 特支 ２０人 ※ 特別支援学校において２０人を新たに受け入れ

新規・拡充内容



－ ２０ －

学 校 教 育 の デ ジ タ ル 化 の 推 進

児童生徒の学習環境や校務環境のデジタル化により、教職員の業務の改善や児童生徒の更なる個別最適な学びが実現されるとと
もに、県民サービス向上を図る。

目 的

担当（内線） １，２（２） ＩＣＴ教育推進課（６６４０）
２（１） 特別支援教育課（６８８６）
２（３） 高校教育指導課（６７７３）
２（４） 教職員課（６６７２）

【予算額】１，８０５，６６７千円 【債務負担行為】６，８９２，６５９千円

事業概要

１ 教育活動の充実のための学習環境の整備 １，３９５，４１０千円

（１）ＩＣＴ環境整備 １，３４１，９６２千円【債務負担行為】６，８９２，６５９千円
県立学校間ネットワークや学習者用・指導者用端末等の「教育の情報化」に係る基盤を整備する。

 次期県立学校間ネットワークの構築 【拡充】
教職員の利便性向上とセキュリティ確保のため、成績処理等を行う校務系と授業で使用する

学習系のネットワークを統合（Ｒ６：構築開始 Ｒ７：稼働）
 指導者用端末の整備【拡充】

教育活動でのＩＣＴ活用を進めるため、指導者用端末を段階的に整備（３年計画の３年目）

新規・拡充内容

（２）ＩＣＴ活用支援事業 ５３，４４８千円

オンラインを活用した授業で著作物を無許諾で利用するための授業目的公衆送信補償金

制度の活用などにより、学校の円滑なＩＣＴを活用した教育を支援する。



（４）小中学校県費事務（給与・報酬）システム推進事業 ６３，４７０千円
市町村立学校の教職員の給与・報酬支給等に係るシステムを再構築し、業務効率化を図る。

－ ２１ －

事業概要

２ 校務環境のデジタル化による業務の改善・効率化 ４１０，２５７千円

（１）校務支援システム管理運営費 １５６，３４０千円
各県立学校に校務支援システムを整備し、校務処理の効率化を図る。

 特別支援学校への校務支援システムの導入【拡充】
校務処理の効率化を図るため、県立特別支援学校全校へ校務支援システムを導入

新規・拡充内容

（３）電子出願システム導入事業 １１７，４０３千円
入学者選抜においてデジタル化による県民サービスの向上や業務効率化及び出願手続における事務処理のミス防止に

取り組む。

 入学者選抜において電子出願の実施 【拡充】
入学者選抜を実施する全ての県立中学校及び県立高校において電子出願システムを導入

 入学選考手数料の電子収納の実施【拡充】
入学者選抜を実施する全ての県立中学校及び県立高校において入学選考手数料の電子収納を実施

新規・拡充内容

（２）デジタルツールの整備 ７３，０４４千円
各県立学校にＷｅｂコミュニケーションツールなどのデジタルツールを整備し、業務効率化を図る。



学 校 に お け る 働 き 方 改 革 の 推 進

教職員の負担軽減や健康管理の推進などの対策により、トータルケア体制を確保し、教職員が子供たちの指導に専念できるよう
働き方改革を進めることで、学校教育の質の維持向上に取り組む。

目 的

担当（内線） １（１） 県立学校人事課（６７１２）、１（２） 福利課（６７０９）
２（１） 特別支援教育課（６８８６）、２（２） ＩＣＴ教育推進課（６６４０）
２（３） 高校教育指導課（６７７３）、２（４） 教職員課（６６７２）
３（１） 小中学校人事課（６９３９）、３（２） 保健体育課（６９４８）

【予算額】８６６，１１２千円

事業概要

１ 在校時間の把握及び負担軽減・健康管理への活用 ２２，３９７千円

（１）県立学校教職員負担軽減検討事業 １８，７６７千円
勤務管理システムを活用し、客観的に把握した教職員の在校時間のデータを業務の負担軽減や健康管理に活用する。

一部新規

（２）長時間勤務者への健康相談の実施 ３，６３０千円
長時間勤務者に対して、健康管理医による面接指導を勧奨し、健康管理を推進する。

２ 校務環境のデジタル化による業務の改善・効率化 ４１０，２５７千円

（１）校務支援システム管理運営費 １５６，３４０千円
各県立学校に校務支援システムを整備し、校務処理の効率化を図る。

 特別支援学校への校務支援システムの導入【拡充】
校務処理の効率化を図るため、県立特別支援学校全校へ校務支援システムを導入

新規・拡充内容

（２）デジタルツールの整備 ７３，０４４千円
各県立学校にＷｅｂコミュニケーションツールなどのデジタルツールを整備し、業務効率化を図る。

－ ２２ －



（３）電子出願システム導入事業 １１７，４０３千円
入学者選抜においてデジタル化による県民サービスの向上や業務効率化及び出願手続における事務処理のミス防止に

取り組む。

（４）小中学校県費事務（給与・報酬）システム推進事業 ６３，４７０千円
市町村立学校の教職員の給与・報酬支給等に係るシステムを再構築し、業務効率化を図る。

３ 外部人材の活用 ４３３，４５８千円

（１）教員業務支援員、副校長・教頭マネジメント支援員配置事業（一部新規） ３５０，３３３千円
教員の事務を補助する教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）及び副校長・教頭マネジメント

支援員を配置する市町村を支援し、小・中学校の教員及び教頭の負担軽減を図る。
また、県立特別支援学校小・中学部に副校長・教頭マネジメント支援員を配置する。

 入学者選抜において電子出願の実施 【拡充】
入学者選抜を実施する全ての県立中学校及び県立高校において電子出願システムを導入

 入学選考手数料の電子収納の実施【拡充】
入学者選抜を実施する全ての県立中学校及び県立高校において入学選考手数料の電子収納を実施

新規・拡充内容

 教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）の配置【拡充】
配置校数 小・中学校 ７２５校 ※ 前年度比 ２９０校増

 副校長・教頭マネジメント支援員の配置【新規】
配置校数 小・中学校 １９校 県立特別支援学校（小・中学部） １２校

新規・拡充内容

（２）部活動指導員活用事業 ８３，１２５千円
    単独での部活動指導・大会引率等が可能な部活動指導員を配置し、顧問教員の負担軽減を図る。
     ・ 中学校  運動部・文化部 １０８人

－ ２３ －

 部活動指導員の配置【拡充】
県立学校 運動部・文化部 ３０人 ※ 前年度比 ２人増

新規・拡充内容

事業概要



－ ２４ －

魅 力 あ る 県 立 高 校 づ く り の 推 進

魅力ある県立高校づくり実施方策に基づき、新たに設置する学校の環境整備等を行うとともに、これからの県立高校の在り方な
どを検討する。

目 的

担当（内線） 魅力ある高校づくり課（６９０２）

【予算額】２４３，７６９千円

事業概要

１ 魅力ある県立高校づくりの推進 ２４３，７６９千円

（１） 魅力ある県立高校づくり実施方策に基づき設置する新校の施設整備等（一部新規） ２４２，６８３千円
魅力ある県立高校づくり第２期実施方策に基づき設置予定の６校について、施設整備のための設計など

令和８年４月開校に向けた準備を行う。
また、第１期実施方策に基づき、令和５年４月に開校した飯能高校、児玉高校の物品整備・廃棄等を行う。

（２）「魅力ある県立学校づくりの方針」改定の検討 １，０８６千円
平成２８年３月に策定した「魅力ある県立学校づくりの方針」について、社会状況の変化を踏まえ、

内容改定の検討を実施する。

 第２期実施方策に基づき設置する新校６校の施設整備 【新規】
令和８年４月開校予定の新校の施設整備のための設計

新規・拡充内容

一部新規

＜魅力ある県立高校づくり実施方策に基づき設置する新校＞

① 児玉高校 本庄市 １期

② 飯能高校 飯能市 １期

③ 和光新校（仮称） 和光市 ２期

④ 岩槻新校（仮称） さいたま市 ２期

⑤ 秩父・皆野新校（仮称） 秩父市 ２期

⑥ 越生・鳩山新校（仮称） 越生町 ２期

⑦ 八潮新校（仮称） 八潮市 ２期

⑧ 大宮工業・浦和工業新校（仮称） さいたま市 ２期



－ ２５ －

教 育 施 設 の 長 寿 命 化 の 推 進

教育局資産マネジメント方針に基づき、屋上防水、外壁改修及び設備改修を実施することで、建物を長寿命化し、維持・更新
コスト縮減を図る。

目 的

担当（内線） 財務課（６６４６）

【予算額】１２，０８７，６９０千円

事業概要

１ 建物の長寿命化を目的とした適正な改修の実施 １２，０８７，６９０千円

（１）県立学校大規模改修 ６，４８６，２５４千円
建築後概ね３０年を経過した校舎について老朽改修を行う。
ア 設計 １１校２４棟
イ 工事 １７校１９棟

（２）県立学校中間改修 ３，１９１，８３６千円
大規模改修までの中間改修として、建物の外部改修等を行う。
ア 設計 １１校３４棟
イ 工事 ８校 ９棟

（３）県立学校体育館改修 １，８９５，６３８千円
建築後概ね３０年を経過した体育館について老朽改修を行う。
ア 設計 ７校 ８棟
イ 工事 ６校 ７棟

（４）社会教育施設大規模改修 ５１３，９６２千円
建築後概ね３０年を経過した社会教育施設について老朽改修を行う。
ア 工事 １施設



－ ２６ －

県 立 学 校 の 空 調 整 備 の 推 進

保護者が負担している普通教室の空調設置費及び維持管理費を公費で負担し、保護者負担の軽減を図るとともに、普通教室の
空調設備を順次更新し、生徒が安全で快適な学校生活を送ることができる環境を整備する。

目 的

担当（内線） 財務課（６６４６）

【予算額】４７７，２００千円

新 規

事業概要

２ 空調設備の整備 ５０，５７５千円

１ 空調設備に係る公費負担 ４２６，６２５千円

（２）空調設備の設置（新 規） ３０，１６０千円
普通教室に空調設備を設置する。
ア 設計及び工事 １校
イ 工事 ２校

（１）保護者負担への補助（新 規） ４２６，６２５千円
保護者負担で整備された普通教室の空調設備について、公費での更新を進める間、

空調設置費及び維持管理費の補助を実施する。

（１）空調設備の更新（新 規） ２０，４１５千円
保護者負担で設置した普通教室の空調設備を更新する。
ア 設計 ７校



－ ２７ －

県 立 学 校 の 水 害 対 策 の 推 進

近年の頻発化・激甚化する豪雨による水害に対して、学校教育活動や地域の避難所としての機能の継続を目的に、県立学校の
重要な設備等への浸水対策工事を実施する。

目 的

担当（内線） 財務課（６６４８）

【予算額】３６５，０００千円

事業概要

１ 県立学校の水害対策の実施 ３６５，０００千円

（１）浸水対策工事の実施（新 規） ３６５，０００千円
河川のハザード情報等からの水害リスクを踏まえ、被害を受けると復旧までの期間が長期に及ぶと想定される

重要な設備等への浸水対策を実施する。
ア 令和６年度対象校 １３校
イ 対象施設 受変電設備、高架水槽ポンプ設備、浄化槽設備、重要諸室（職員室、事務室等）
ウ 対策方法 防水扉設置、排水ポンプ設置、止水板設置

新 規

防水扉設置例（左：スイング式 右：スライディング式）
出典：「建築物における電気設備の浸水対策ガイドライン」（国土交通省）

止水板設置例
出典：「水害リスクを踏まえた学校施設の水害対策の推進のための手引」

（文部科学省）



－ ２８ －

地 域 学 校 協 働 活 動 の 推 進

地域と学校が連携・協働した活動を推進し、次世代を担う子供の健全育成に地域全体で取り組むことを支援する。

目 的

【予算額】２３３，１０２千円

事業概要

２ 研修及び会議の実施 ７６６千円

（２）指導者研修の実施 ４１０千円
コーディネーター等の資質向上や情報交換・情報共有を図るための研修を実施する。

（３）フォーラムの実施 １１０千円
優良事例を周知し、活動の充実を促進する。

（１）推進委員会の設置 ２４６千円
保護者や地域の代表者、市町村関係者等で構成する推進委員会を設置し、実施方針の検討、指導者研修の企画等を行う。

（１）放課後子供教室等の取組への補助金の交付 ２２２，９７３千円
放課後子供教室、土曜日の教育支援、中学生学力アップ教室を実施する市町村に対し補助金を交付する。
ア 放課後子供教室 ４７市町村４０６校で実施
イ 土曜日の教育支援 １１市町１８５校で実施
ウ 中学生学力アップ教室 １５市町７３校で実施

１ 市町村の取組への補助 ２３２，３３６千円

＜県と市町村の役割＞

＜放課後子供教室の様子＞ ＜中学生学力アップ教室の様子＞

（２）「学校応援団」の活動への補助金の交付 ９，３６３千円
「学校応援団」の活動を実施する市町村に対し補助金を

交付する。
ア 補助事業実施市町 ２９市町

担当（内線） １（１）ア、イ、（２）、２ 生涯学習推進課（６９７９）
１（１）ウ 義務教育指導課（６７７９）

○運営委員会の設置
○コーディネーター等の設置
○地域人材の確保
○地域の人材が参画する多様な教育活動の実施

○推進委員会の設置
○コーディネーター等の指導者研修の実施
○地域学校協働活動推進フォーラムの実施
○運営経費の補助（国・県・市町村1/3ずつ負担）

支
援

〈県〉

〈市町村〉



－ ２９ －

新 た な 県 立 図 書 館 の 整 備 検 討

新埼玉県立図書館の整備に向けた検討を行う。

目 的

担当（内線） 生涯学習推進課（６９８０）

【予算額】３，０００千円

事業概要

１ 新たな県立図書館の整備検討 ３，０００千円

（１）デジタルライブラリーの検討 １１０千円

「新埼玉県立図書館基本構想」における新県立図書館の目指す図書館像の実現に向けた重点機能である「デジタルライブ
ラリー機能」について、教育局・県立図書館職員・外部アドバイザーによる検討プロジェクトチームを設置し、具体的な機
能の検討を行う。

（２）地域資料のデジタル化（新 規） ２，８９０千円

「新埼玉県立図書館基本構想」における新県立図書館の目指す図書館像の実現に向けた重点機能である「埼玉ゆかりの地
域資料の収集・提供・保存機能」を充実・強化するため、地域資料のデジタル化を実施する。

県立熊谷図書館 県立久喜図書館

一部新規



－ ３０ －

文 化 財 保 護 の 推 進

文化財の所有者・管理者等が行う文化財の保存等事業に対し補助金を交付し、適切な管理・活用を図る。また、民俗芸能保持
団体に対し補助金を交付し、地域文化の振興を図る。

目 的

担当（内線） 文化資源課（６９８６）

【予算額】１０６，４９８千円

事業概要

１ 文化財保護事業 １０６，４９８千円

（１）国指定文化財保護事業 ３，８３８千円
重要文化財等の修理・管理事業に対して補助を行う。

（２）埋蔵文化財調査保存事業 ６１，６１５千円
市町村教育委員会が実施する土地の埋蔵文化財実態把握調査に対して

補助を行う。

（３）県指定文化財保護事業 ２９，０９３千円
県指定文化財の修理・管理事業に対して補助を行う。

（４）民俗芸能の振興事業 ９１３千円
県指定無形民俗文化財の後継者養成を目的とした補助を行う。

（５）防災設備・緊急対応等事業 １１，０３９千円
国・県指定文化財の防災設備及び緊急対応等に対して補助を行う。

建造物保存修理事業

彫刻保存修理事業



－ ３１ －

教 職 員 の 定 数

担当（内線） 事務局 総務課（６６２２）
小学校、中学校 小中学校人事課（６９３４）
高等学校、特別支援学校 県立学校人事課（６７３８）

区分 令和６年度 令和５年度 増 減 主な増減理由

事務局 ７３１ ７２９ ２
１人１台端末を活用した個別最適な学び
の推進等に伴う増

小学校 １８，３０６ １８，１１１ １９５ 国の定数改善に伴う増

中学校 １０，３０７ １０，３６４ △５７ 生徒数変動に伴う減

高等学校 ９，２８１ ９，２３７ ４４ 国の加配措置に伴う増

特別支援学校 ５，２３７ ５，０５０ １８７ 児童生徒数変動に伴う増

計 ４３，８６２ ４３，４９１ ３７１

（単位：人）

事業概要

１ 教育局条例定数


